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平成２３年１２月２１日現在 

「山梨県食の安全・安心推進条例（仮称）」骨子・素案 対照表 

 

骨子（パブリックコメント） 素案 
前文前文前文前文    
 
 食は、人の生命の源であり、その安全性と信頼性が確保されることは、私た
ちが健康で安心して暮らしていくためにきわめて重要である。 
 
 近年の科学技術の進歩や国際化の進展の中で、国内外からもたらされる多種
多様な食品が日々の食卓を彩り、私たちは豊かな食生活を享受できるようにな
った。 
 
 一方、近年、食品の安全性を脅かしその信頼性を揺るがす事態が相次いで発
生していることを背景として、県民の食に対する関心はますます高まってお
り、食の安全・安心の確保に向けた一層の取組が強く求められている。 
 
 本県は、全国屈指の果樹王国として、また、我が国におけるワインの主産地
として広く知られており、本県の風土が擁する清らかな水や空気、恵まれた自
然環境を活かした様々な農林水産物やそれらを主な原材料とした加工食品、ほ
うとう・煮貝などの郷土食・食文化等は県民全ての誇りであり、本県のブラン
ドイメージの重要な構成要素となっている。それらを守り、育て、次の世代に
継承していくためにも、県産食品の安全・安心の確保は不可欠である。 
 

（第2回食品安全会議資料時点） 
   山梨県は、フルーツとワインに代表される果樹王国であり、清らかな

水や空気、恵まれた自然環境を活かした様々な農林水産物やそれらを主
な原材料とした加工食品、ほうとう・煮貝などの郷土食・食文化等は、
本県のイメージの中核を担っている。 

 
 今こそ、生産者、事業者、県民のすべてが、食の重要性を十分に認識し、環
境の保全にも配慮しながら、食の安全・安心の確保に向けて、創意工夫を重ね、
それぞれの責務と役割を協働して果たすことが必要である。 
 

前文前文前文前文    
 
食は、人の生命の源であり、その安全性と信頼性が確保されることは、私た

ちが健康で安心して暮らしていくために極めて重要である。 
 
 近年の科学技術の進歩や国際化の進展の中で、国内外からもたらされる多種
多様な食品が日々の食卓を彩り、私たちは、豊かな食生活を享受できるように
なった。 
 
 一方、近年、食品の安全性を脅かし、その信頼性を揺るがす事態が相次いで
発生していることを背景として、県民の食に対する関心はますます高まってお
り、食の安全・安心の確保に向けた一層の取組が強く求められている。 
 
本県は、全国屈指の果樹王国として、また、我が国におけるワインの主産地

として広く知られており、本県の風土が擁する清らかな水や空気、恵まれた自
然環境を活かした様々な農林水産物やそれらを主な原材料とした加工食品、ほ
うとうや煮貝などの郷土食・食文化は県民全ての誇りであり、本県のブランド
イメージの重要な構成要素となっている。それらを守り、育て、次の世代に継
承していくためにも、県産食品の安全・安心の確保は不可欠である。 

 
 
 
 
 
 
 

今こそ、生産者、事業者、県民の全てが、食の重要性を十分に認識し、環境
の保全にも配慮しながら、食の安全・安心の確保に向けて、創意工夫を重ね、
それぞれの責務や役割を協働して果たすことが必要である。 
 

資料資料資料資料３３３３    
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骨子（パブリックコメント） 素案 
 ここに、県民の総意として、将来にわたって食の安全・安心の確保を推進す
ることを決意し、消費者から信頼され安全にかつ安心して消費できる食品等の
生産及び供給の拡大を通じ、健康で安心して真に豊かな県民生活の実現に寄与
するため、この条例を制定する。 

 ここに、県民の総意として、消費者が安全にかつ安心して消費できる食品等
の生産及び供給の拡大を通じ、健康で安心できる真に豊かな県民生活の実現に
寄与するため、将来にわたって食の安全・安心の確保を推進することを決意し、
この条例を制定する。 
 

第第第第１１１１章章章章    総則総則総則総則    
 
１１１１    目的目的目的目的（（（（第第第第1111条関係条関係条関係条関係））））    
    
 この条例は、安全にかつ安心して消費できる食品等の生産及び供給の確保に
資することを目的とする。 
 その目的を実現するため、食の安全・安心の確保に関し、 
・ 基本理念を定める。 
・ 県、生産者及び事業者の責務並びに県民の役割を明らかにする。 
・ 施策の基本となる事項を定めることにより、食の安全・安心の確保に関
する施策を総合的かつ計画的に推進する。 

第第第第１１１１章章章章    総則総則総則総則    
    
（（（（目的目的目的目的））））    
第１条 
 この条例は、食の安全・安心の確保に関し、基本理念を定め、県、生産者及
び事業者の責務並びに県民の役割を明らかにし、並びに食の安全・安心の確保
に関する施策の基本となる事項を定めることにより、食の安全・安心の確保に
関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって安全にかつ安心して消費する
ことができる食品等の生産及び供給の確保に資することを目的とする。 

２２２２    定義定義定義定義（（（（第第第第２２２２条関係条関係条関係条関係））））    
    
    
    
 食の安全・安心の確保 

 食品等の安全性及び食品等に対する消費者の信頼を確保することをい
う。 

 食品 
すべての飲食物をいい、薬事法に規定する医薬品及び医薬部外品を除く。 
（食品安全基本法第２条及び食品衛生法第４条第１項に規定する食品と
同義） 

 食品等 
次の①～⑤をいう。 
①食品 
②添加物(食品衛生法第４条第２項に規定する添加物をいう。) 
③器具(同条第４項に規定する器具をいう。) 
④容器包装(同条第５項に規定する容器包装をいう。) 

（（（（定義定義定義定義））））    
第２条 
この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 
(１) 食の安全・安心の確保 食品等の安全性及び食品等に対する消費者の信

頼を確保することをいう。 
 
(２) 食品 食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）第４条第１項に規定す

る食品をいう。 
 
 
(３) 食品等 食品、添加物(食品衛生法第４条第２項に規定する添加物をい

う。)、器具(同条第４項に規定する器具をいう。)、容器包装(同条第５項
に規定する容器包装をいう。)及び食品の原材料として使用される農林水
産物をいう。 

 
 



 3 

骨子（パブリックコメント） 素案 
⑤食品の原材料として使用される農林水産物 

 生産資材 
肥料、農薬、飼料、飼料添加物、動物用の医薬品その他食品の安全性に影

響を及ぼすおそれがある農林漁業の生産資材をいう。 
 生産者 

食品安全基本法第８条第１項の食品関連事業者のうち、農林水産物の生産
（採取を含む。）の事業を行う者及びその組織する団体をいう。 

 事業者 
生産者を除いた食品関連事業者をいう。 

 
 
 

 
 
 特定事業者（自主回収報告義務者） 

食品等を製造し、輸入し、加工し、若しくは販売することを営む者で
あって、県内に事務所若しくは事業所又は製造し、輸入し、加工し、若
しくは販売するための施設を有するものをいう。 

 
(４) 生産資材 肥料、農薬、飼料、飼料添加物、動物用の医薬品その他食品

の安全性に影響を及ぼすおそれがある農林漁業の生産資材をいう。 
 
(５) 生産者 農林水産物（食用以外の用途に供するものを除く。）の生産（採

取を含む。以下同じ。）の事業を行う者及びその組織する団体をいう。 
 
(６) 事業者 次のいずれかに該当する者をいう。 
  イ 食品又は添加物の採取、製造、輸入、加工、調理、貯蔵、運搬又は

販売の事業（農業及び水産業における食品の採取業を除く。）を行う者 
ロ 器具又は容器包装の製造、輸入又は販売の事業を行う者 
ハ 学校、病院その他の施設において継続的に不特定又は多数の者に食品
を供与する事業を行う者 

ニ 生産資材の生産、製造、輸入、加工又は販売の事業を行う者 
(７) 特定事業者 食品等の製造、輸入、加工又は販売の事業を行う者であっ

て、県内に事務所、事業所その他その事業を行うための施設を有するもの
をいう。 

３３３３    基本理念基本理念基本理念基本理念（（（（第第第第３３３３条関係条関係条関係条関係））））    
    
 食の安全・安心の確保は、県民の健康の保護が最も重要であるという基本的
認識の下で、必要な措置が講じられることにより、行われる必要があること。 
  
食の安全・安心の確保は、食品等の生産から消費に至る一連の行程の各段階

において、県民の活動が環境に及ぼす影響について配慮しつつ、必要な措置が
適切に講じられることにより、行われる必要があること。 
 食の安全・安心の確保は、科学的知見に基づいて必要な措置が講じられるこ
とによって、食品を摂取することによる県民の健康への悪影響が未然に防止さ
れるようにすることを旨として、行われる必要があること。 
 食の安全・安心の確保は、県、生産者、事業者及び県民が、それぞれの責務
又は役割を認識し、相互理解を深め、及び連携協力を図りつつ、行われる必要
があること。 
 

（（（（基本理念基本理念基本理念基本理念））））        
第３条  

食の安全・安心の確保は、このために必要な措置が県民の健康の保護が最
も重要であるという基本的認識の下に講じられることにより、行われなけれ
ばならない。 

２ 食の安全・安心の確保は、このために必要な措置が食品等の生産から消費
に至る一連の行程の各段階において、県民の活動が環境に及ぼす影響に配慮
しつつ、適切に講じられることにより、行われなければならない。 

３ 食の安全・安心の確保は、このために必要な措置が科学的知見に基づいて
講じられることによって、食品を摂取することによる県民の健康への悪影響
が未然に防止されるようにすることを旨として、行われなければならない。 

４ 食の安全・安心の確保は、県、生産者、事業者及び県民が、それぞれの責
務又は役割を認識し、相互理解を深め、及び連携協力を図りつつ、行われな
ければならない。 
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骨子（パブリックコメント） 素案 
４４４４    県県県県のののの責務責務責務責務（（（（第第第第４４４４条関係条関係条関係条関係））））    
 
 食の安全・安心の確保に関する施策を総合的に策定し、実施すること。 

（（（（県県県県のののの責務責務責務責務））））    
第４条  
県は、前条に定める基本理念(以下「基本理念」という。)にのっとり、食の

安全・安心の確保に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 
５５５５    生産者及生産者及生産者及生産者及びびびび事業者事業者事業者事業者のののの責務責務責務責務（（（（第第第第５５５５条関係条関係条関係条関係））））    
 
 生産者及び事業者は、食品等の安全性の確保について第一義的責任を有して
いることを認識し、食品等の生産から販売に至る一連の行程の各段階におい
て、食品等の安全性を確保するために必要な措置を適切に行うこと。  
 また、使用人その他の従業者が食の安全・安心の確保に関する知識及び理解
を深めることができるよう特に配慮すること。 
 
 
 
 生産者及び事業者は、食品等又は生産資材に起因して県民の健康に悪影響が
生じ、又は生じるおそれがあるときは、食品等の安全性の確保について第一義
的責任を有していることを認識し、速やかにその原因を究明し、その拡大又は
発生の防止のために必要な措置を迅速かつ確実に行うこと。 
 
 生産者及び事業者は、食品等及び生産資材に関する正確かつ適切な情報の提
供に努めること。  
 
 生産者及び事業者は、県が推進する食の安全・安心の確保に関する施策に協
力すること。 

（（（（生産者及生産者及生産者及生産者及びびびび事業者事業者事業者事業者のののの責務責務責務責務））））    
第５条  

生産者及び事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動を行うに当たっ
て、自らが食品等の安全性の確保について第一義的責任を有していることを
認識し、食品等の生産から販売に至る一連の行程の各段階において、食品等
の安全性を確保するために必要な措置を適切に講ずる責務を有する。  

２ 生産者及び事業者は、前項の措置を講ずるに当たっては、その使用人その
他の従業者が食の安全・安心の確保に関する知識と理解を深めることができ
るよう特に配慮しなければならない。 

 
３ 生産者及び事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動に係る食品等又
は生産資材に起因して県民の健康に悪影響が生じ、又は生ずるおそれがある
ときは、自らが食品等の安全性の確保について第一義的責任を有しているこ
とを認識して、速やかにその原因を究明し、及びその拡大又は発生の防止の
ために必要な措置を迅速かつ確実に講ずる責務を有する。 

４ 生産者及び事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動を行うに当たっ
ては、その事業活動に係る食品等又は生産資材に関する正確かつ適切な情報
の提供に努めなければならない。 

５ 前４項に掲げるもののほか、生産者及び事業者は、基本理念にのっとり、
その事業活動に関し、県が実施する食の安全・安心の確保に関する施策に協
力する責務を有する。 

６６６６    県民県民県民県民のののの役割役割役割役割（（（（第第第第６６６６条関係条関係条関係条関係））））    
 
 食の安全・安心の確保に積極的な役割を果たすこと。 
・ 食の安全・安心の確保に関する知識及び理解を深め、必要な情報を収集
すること。 
・ 食品等の消費に当たり、その安全性を損なうことのないよう適切な行動
に努めること。 
・ 県が推進する食の安全・安心の確保に関する施策について意見を表明す

（（（（県民県民県民県民のののの役割役割役割役割））））    
第６条  

県民は、基本理念にのっとり、自ら進んで、食の安全・安心の確保に関す
る知識と理解を深め、及び必要な情報を収集するよう努めるものとする。 

２ 県民は、基本理念にのっとり、食品等の消費に際しては、その使用、調理、
保存その他の取扱いに起因して人の健康に悪影響を及ぼすことがないよう
努めるものとする。 

３ 県民は、基本理念にのっとり、県が実施する食の安全・安心の確保に関す
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骨子（パブリックコメント） 素案 
ること。等 
 

（第2回食品安全会議資料時点） 
    自ら進んで、食の安全・安心の確保に関して、必要な知識を修得

したり、必要な情報を収集するなど、自主的かつ合理的に行動する
よう努めること。 

    県が推進する食の安全・安心の確保に関する施策について意見を
表明すること等により、食の安全・安心の確保に積極的な役割を果
たすこと。 

る施策について意見を表明するように努めること等によって、食の安全・安
心の確保に積極的な役割を果たすものとする。 

第第第第２２２２章章章章    推進計画等推進計画等推進計画等推進計画等    
    
（（（（推進計画推進計画推進計画推進計画））））    
第７条  

知事は、食の安全・安心の確保に関する施策の総合的かつ計画的な推進を
図るため、食の安全・安心の確保に関する施策の推進に関する計画（以下「推
進計画」という。）を策定するものとする。 

２ 推進計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 
(１) 食の安全・安心の確保に関する施策についての基本的な方針 
(２) 前号に掲げるもののほか、食の安全・安心の確保に関する施策を総合的

かつ計画的に推進するために必要な事項 
３ 知事は、推進計画を策定するに当たっては、あらかじめ、県民の意見を反
映させるために必要な措置を講ずるとともに、山梨県食の安全・安心審議会
の意見を聴かなければならない。 

４ 知事は、推進計画を策定したときは、遅滞なく、これを公表しなければな
らない。 

５ 前２項の規定は、推進計画の変更について準用する。 

第第第第２２２２章章章章    推進計画等推進計画等推進計画等推進計画等    
 
１１１１    推進計画推進計画推進計画推進計画（（（（第第第第７７７７～～～～８８８８条関係条関係条関係条関係））））    
 
 県は、食の安全・安心の確保に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図る
ため、食の安全・安心の確保に関する施策の推進に関する計画（以下、「推進
計画」という。）を策定し、食の安全・安心の確保に関する施策についての基
本的な方針など、食の安全・安心の確保に関する施策を総合的かつ計画的に推
進するために必要な事項を定める。 
 
 
 推進計画を定めるに当たっては、県民の意見を反映させるために必要な措置
を講じるとともに、山梨県食の安全・安心審議会（仮称）の意見を聴く。 
  
推進計画を定めたときは、遅滞なく公表する。 

 
 
 
 
 毎年度、推進計画の実施状況を山梨県食の安全・安心審議会（仮称）に報告
し、これを公表する。 
 
 
 

（（（（推進計画推進計画推進計画推進計画のののの実施状況実施状況実施状況実施状況のののの公表公表公表公表））））    
第８条  
知事は、毎年度、推進計画の実施状況を山梨県食の安全・安心審議会に報告

し、かつ、これを公表しなければならない。 



 6 

骨子（パブリックコメント） 素案 
２２２２    施策施策施策施策のののの提案提案提案提案（（（（第第第第９９９９条関係条関係条関係条関係））））    
 
 県民が、県に対して、食の安全・安心の確保に関する施策の策定、改善又は
廃止について、提案することができる仕組みを設ける。 

（（（（施策施策施策施策のののの提案提案提案提案））））    
第９条  
県は、県民から食の安全・安心の確保に関する施策の策定、改善又は廃止に

ついての提案があったときは、第７条第３項（同条第５項において準用する場
合を含む。）の規定により県民の意見を反映させるために必要な措置を講ずる
場合を除き、当該提案について検討を行い、当該提案をした者に対し、その結
果を通知するとともに、その内容を公表するものとする。 

第第第第３３３３章章章章    食食食食のののの安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心のののの確保確保確保確保    
 
１１１１    総合的総合的総合的総合的なななな食食食食のののの安全安全安全安全・・・・安心対策安心対策安心対策安心対策をををを推進推進推進推進するためのするためのするためのするための体制整備体制整備体制整備体制整備    
 
■ 危機管理体制危機管理体制危機管理体制危機管理体制のののの整備等整備等整備等整備等（（（（第第第第１０１０１０１０条関係条関係条関係条関係）））） 
 
 県は、食品を摂取することにより県民の健康に係る重大な被害が生じること
を防止するため、当該被害が生じ、又は生じるおそれがある緊急の事態への対
処及び当該事態の発生の防止に関する体制の整備その他の必要な措置を講じ
る。 
 

第第第第３３３３章章章章    食食食食のののの安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心のののの確保確保確保確保にににに関関関関するするするする基本的施策基本的施策基本的施策基本的施策    
    
第第第第１１１１節節節節    食食食食のののの安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心をををを推進推進推進推進するためのするためのするためのするための体制整備体制整備体制整備体制整備    
    
（（（（危機管理体制危機管理体制危機管理体制危機管理体制のののの整備等整備等整備等整備等））））    
第１０条  
県は、食品を摂取することにより県民の健康に係る重大な被害が生ずること

を防止するため、当該被害が生じ、又は生ずるおそれがある緊急の事態への対
処及び当該事態の発生の防止に関する体制の整備その他の必要な措置を講ず
るものとする。 

■ 人材人材人材人材のののの育成育成育成育成（（（（第第第第１１１１１１１１条関係条関係条関係条関係）））） 
 
 県は、食の安全・安心の確保に関する実践的かつ専門的な知識を有する人材
を育成するため、講習会の開催その他の必要な施策を講じる。 
 

（（（（人材人材人材人材のののの育成育成育成育成））））    
第１１条  
県は、食の安全・安心の確保に関する実践的かつ専門的な知識を有する人材

を育成するため、講習会の開催その他の必要な施策を実施するものとする。 

■ 国国国国等等等等とのとのとのとの連携等連携等連携等連携等（（（（第第第第１２１２１２１２条関係条関係条関係条関係））））    
 
 県は、食の安全・安心の確保に関する施策が円滑かつ効果的に講じられるよ
う国及び他の地方公共団体との連携を図るとともに、必要があると認めるとき
は、国又は他の地方公共団体に対し、意見を述べ、又は必要な措置を講じるよ
う要請する。 
 

 

 

 

（（（（国等国等国等国等とのとのとのとの連携等連携等連携等連携等））））    
第１２条  

県は、食の安全・安心の確保に関する施策が円滑かつ効果的に実施される
よう、国及び他の地方公共団体との連携を図るものとする。 

２ 県は、食の安全・安心の確保を図るため必要があると認めるときは、国又
は他の地方公共団体に対し、意見を述べ、又は必要な措置を講ずるよう要請
するものとする。 
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骨子（パブリックコメント） 素案 
■ 関係者関係者関係者関係者とのとのとのとの連携及連携及連携及連携及びびびび協働協働協働協働（（（（第第第第１３１３１３１３条関係条関係条関係条関係）））） 
 
 県は、消費者、生産者、事業者、又はこれらの者の組織する団体と連携し、
協働して、食の安全・安心の確保に関する施策の推進を図るよう努める。 

（（（（関係者関係者関係者関係者とのとのとのとの連携及連携及連携及連携及びびびび協働協働協働協働））））    
第１３条  
県は、消費者、生産者、事業者、消費者団体その他の関係者と連携し、及び

協働して、食の安全・安心の確保に関する施策の推進を図るよう努めるものと
する。 

２２２２    生産生産生産生産からからからから販売販売販売販売にににに至至至至るるるる食品食品食品食品のののの安全性安全性安全性安全性のののの確保確保確保確保    
 
■ 監視監視監視監視のののの徹底徹底徹底徹底及及及及びびびび指導等指導等指導等指導等のののの充実充実充実充実（（（（第第第第１４１４１４１４条関係条関係条関係条関係）））） 
 
 県は、食の安全・安心の確保を図るため、食品等の生産から販売に至る一連
の行程の各段階において、監視を徹底するとともに、指導及び検査の充実に努
める。 
 

第第第第２２２２節節節節    生産生産生産生産からからからから販売販売販売販売にににに至至至至るるるる食品食品食品食品のののの安全性安全性安全性安全性のののの確保確保確保確保    
    
（（（（監視監視監視監視のののの的確的確的確的確なななな実施実施実施実施及及及及びびびび指導等指導等指導等指導等のののの充実充実充実充実））））    
第１４条  
県は、食の安全・安心の確保を図るため、食品等の生産から販売に至る一連

の行程の各段階において、監視を的確に行うとともに、指導及び検査の充実に
努めるものとする。 

■ 調査研究調査研究調査研究調査研究のののの推進推進推進推進（（（（第第第第１５１５１５１５条関係条関係条関係条関係）））） 
 
 県は、食の安全・安心の確保に関する施策を科学的知見に基づき、かつ、効
果的に講じるため、必要な調査研究の推進及びその成果の普及に努める。 
 

（（（（調査研究調査研究調査研究調査研究のののの推進推進推進推進））））    
第１５条  
県は、食の安全・安心の確保に関する施策を科学的知見に基づいて適切に実

施するため、必要な調査研究を推進するものとする。 

■ 生産者生産者生産者生産者のののの自主的自主的自主的自主的なななな取組取組取組取組にににに対対対対するするするする支援支援支援支援（（（（第第第第１６１６１６１６条関係条関係条関係条関係）））） 
 
 県は、農林水産物の安全性及び信頼性の確保に関する生産者の自主的な取組
を促進するため、 
・ 生産工程の管理に関する手法の普及 
・ 環境への負荷の低減に配慮した農業生産方式に関する研究開発及びその成

果の普及その他の必要な施策を講じる。 
 

（（（（生産者生産者生産者生産者のののの自主的自主的自主的自主的なななな取組取組取組取組のののの促進促進促進促進））））    
第１６条  
県は、食の安全・安心の確保に関する生産者の自主的な取組を促進するため、

生産に係る工程の管理に関する手法の普及、環境への負荷の低減に配慮した農
業生産方式に関する研究開発及びその成果の普及その他の必要な施策を実施
するものとする。 

■ 事業者事業者事業者事業者のののの自主的自主的自主的自主的なななな取組取組取組取組にににに対対対対するするするする支援支援支援支援（（（（第第第第１７１７１７１７条関係条関係条関係条関係）））） 
  
県は、食の安全・安心の確保に関する事業者の自主的な取組を促進するため、 

・ 食品衛生に関する最新の知識の普及 
・ 高度な衛生管理の方法の導入に対する支援 その他の必要な施策を講じ
る。 

 

（（（（事業者事業者事業者事業者のののの自主的自主的自主的自主的なななな取組取組取組取組のののの促促促促進進進進））））    
第１７条  
県は、食の安全・安心の確保に関する事業者の自主的な取組を促進するため、

食品衛生に関する最新の知識の普及、食品等の製造又は加工の過程における高
度な衛生管理の方法の導入に対する支援その他の必要な施策を実施するもの
とする。 
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骨子（パブリックコメント） 素案 
３３３３    食品食品食品食品にににに関関関関するするするする正確正確正確正確なななな情報情報情報情報のののの提供提供提供提供    
 
■ 情報情報情報情報のののの記録及記録及記録及記録及びびびび保存保存保存保存（（（（第第第第１８１８１８１８条関係条関係条関係条関係）））） 
 
 生産者は、農林水産物に対する消費者の信頼を確保するため、農林水産物の
生産に関する必要な情報の記録及び保存に努める。 
 事業者は、食品等に対する消費者の信頼を確保するため、食品等の製造、加
工、仕入れ、販売等又は生産資材の製造、輸入、販売等に関する必要な情報の
記録及び保存に努める。 
 県は、これらの取組を促進するため、生産者又は事業者に対し、必要な助言
又は指導を行う。 

第第第第３３３３節節節節    食品食品食品食品にににに関関関関するするするする正確正確正確正確なななな情報情報情報情報のののの提供提供提供提供    
    
（（（（情報情報情報情報のののの記録及記録及記録及記録及びびびび保存保存保存保存））））    
第１８条  

生産者は、農林水産物に対する消費者の信頼を確保するため、農林水産物
の生産に関する情報の記録及び保存に努めるものとする。 

２ 事業者は、食品等に対する消費者の信頼を確保するため、食品等又は生産
資材の製造、輸入、加工、販売等に関する情報の記録及び保存に努めるもの
とする。 

３ 県は、生産者及び事業者が行う前２項の取組を促進するため、必要な助言
又は指導を行うものとする。 

■ 情報情報情報情報のののの収集及収集及収集及収集及びびびび提供提供提供提供（（（（第第第第１９１９１９１９条関係条関係条関係条関係）））） 
 
 県は、食の安全・安心の確保に関する情報について、収集、整理及び分析を
行い、消費者、生産者、事業者その他の関係者に提供する。 
 
 県は、生産者、事業者その他の関係者が保有する食の安全・安心の確保に関
する情報について、生産者、事業者その他の関係者による提供が促進されるよ
う必要な施策を講じる。 
 

（（（（情報情報情報情報のののの収集及収集及収集及収集及びびびび提供提供提供提供））））    
第１９条 

県は、食の安全・安心の確保に関する情報の収集、整理及び分析を行い、
並びに消費者、生産者、事業者その他の関係者に対し、必要な情報を提供す
るものとする。 

２ 県は、生産者、事業者その他の関係者が保有する食の安全・安心の確保に
関する情報について、生産者、事業者その他の関係者による提供が促進され
るよう必要な施策を実施するものとする。 

■ 適正適正適正適正なななな食品表示食品表示食品表示食品表示のののの確保確保確保確保（（（（第第第第２０２０２０２０条条条条関係関係関係関係）））） 
 
 県は、食品の表示に対する消費者の信頼を確保するため、食品衛生法その他
の法令の規定による食品の表示が適正に行われるよう監視及び指導を行うと
ともに、食品の表示の制度に関し、普及啓発その他の必要な措置を講じる。 
 

（（（（適正適正適正適正なななな食品表示食品表示食品表示食品表示のののの確保確保確保確保））））    
第２０条  
県は、食品の表示に対する消費者の信頼を確保するため、食品衛生法その他

の法令の規定による食品の表示が適正に行われるよう、監視及び指導を行うと
ともに、食品の表示の制度に関する知識の普及その他の必要な措置を講ずるも
のとする。 

■ 消費者消費者消費者消費者のののの合理的合理的合理的合理的なななな選択選択選択選択にににに資資資資するするするする原産地原産地原産地原産地のののの表示表示表示表示のののの確保確保確保確保（（（（第第第第２１２１２１２１条関係条関係条関係条関係）））） 
 
 事業者は、別に知事が定めるところにより、消費者の合理的な選択に資する
原産地の表示に努める。 

（（（（原産地原産地原産地原産地にににに関関関関するするするする情報情報情報情報のののの提供提供提供提供のののの充実充実充実充実））））    
第２１条  

事業者は、食品の原産地に関する情報が消費者に対して十分に提供
されることが食品の信頼性を高め、かつ、消費者の適切な判断に基づく食
品の選択に資するものであることに鑑み、国内で生産された畜産物（食用
に供されるものに限る。以下この条において同じ。）又は加工食品（農林物
資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律（昭和２５年法律第１７５
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骨子（パブリックコメント） 素案 
号）第１９条の３第１項又は第２項の規定により定められた品質に関する表
示の基準において原材料の原産地を表示すべきこととされている加工食品
をいう。）を県内で消費者に販売するときは、別に知事が定めるところによ
り、当該畜産物の原産地又は当該加工食品の原材料の原産地に関する情報の
提供の充実に努めるものとする。 

２ 前項の規定は、事業者が自ら生産し、製造し、又は加工した食品を、当該
食品を生産し、製造し、若しくは加工した施設又は場所において直接に消費
者に対して販売する場合には、適用しない。 

４４４４    消費者消費者消費者消費者、、、、生産者生産者生産者生産者、、、、事業者事業者事業者事業者のののの相互理解相互理解相互理解相互理解、、、、信頼関係信頼関係信頼関係信頼関係のののの構築構築構築構築    
 
■ 相互理解相互理解相互理解相互理解のののの増進増進増進増進（（（（第第第第２２２２２２２２条関係条関係条関係条関係）））） 
 
 県は、食の安全・安心の確保に関し、消費者、生産者、事業者その他の関係
者間における相互理解の増進による信頼関係の構築を促進するため、情報及び
意見の交換の機会の提供その他の必要な施策を講じる。 
 

第第第第４４４４節節節節    関係者間関係者間関係者間関係者間のののの相互理解相互理解相互理解相互理解のののの増進増進増進増進・・・・信頼関係信頼関係信頼関係信頼関係のののの構築構築構築構築    
    
（（（（相互理解相互理解相互理解相互理解のののの増進等増進等増進等増進等））））    
第２２条  
県は、食の安全・安心の確保に関し、消費者、生産者、事業者その他の関係

者間において、相互理解を増進し、信頼関係の構築を促進するため、情報及び
意見の交換の機会の提供その他の必要な施策を実施するものとする。 

■ 食食食食のののの安全安全安全安全・・・・安心推進月間安心推進月間安心推進月間安心推進月間（（（（第第第第２３２３２３２３条関係条関係条関係条関係）））） 
 
 県民の間に広く食の安全・安心の確保についての関心を高め、その理解を深
めるとともに、食の安全・安心の確保に対する意識の高揚を図るため、９月を
食の安全・安心推進月間とし、その趣旨にふさわしい事業を行う。 
 

（（（（食食食食のののの安全安全安全安全・・・・安心推進月間安心推進月間安心推進月間安心推進月間））））    
第２３条  

県民の間に広く食の安全・安心の確保についての関心を高め、及びその理
解を深めるとともに、食の安全・安心の確保に対する県民の意識の高揚を図
るため、食の安全・安心推進月間を設ける。 

２ 食の安全・安心推進月間は、９月とする。 
３ 県は、食の安全・安心の確保に関して特に優れた取組を行ったものの表彰
その他の食の安全・安心推進月間の趣旨にふさわしい事業を行うものとす
る。 

■ 認証制認証制認証制認証制度度度度のののの推進推進推進推進（（（（第第第第２４２４２４２４条関係条関係条関係条関係）））） 
 
 県は、県内で生産された農林水産物又はこれを主たる原材料として県内で製
造され、加工され、若しくは調理された食品であって、安全にかつ安心して消
費できる優良な品質を有するものの認証に係る制度の普及に必要な措置を講
じる。 
 

 

（（（（認証制度認証制度認証制度認証制度のののの推進推進推進推進））））    
第２４条 
 県は、県内で生産された農林水産物又はこれを主たる原材料として県内で製
造され、加工され、若しくは調理された食品であって、安全にかつ安心して消
費することができる優良な品質を有するものの認証に係る制度の普及に努め
るものとする。 
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骨子（パブリックコメント） 素案 
 

■ 食食食食育及育及育及育及びびびび地産地消地産地消地産地消地産地消のののの推進推進推進推進（（（（第第第第２５２５２５２５条関係条関係条関係条関係）））） 
 
 県は、県民が食の安全・安心の確保に関する知識と理解を深め、食に関する
適切な判断力を養うことが重要であることから、食育を推進する。 
 県は、地産地消が、食の安全・安心の確保に関する県民の知識と理解を深め、
消費者、生産者、事業者その他の関係者間における相互理解の促進に資するこ
とから、地産地消を推進する。 

（（（（食育及食育及食育及食育及びびびび地産地消地産地消地産地消地産地消のののの推進推進推進推進））））    
第２５条 
  県は、食育が食の安全・安心の確保に関する県民の知識と理解を深め、か
つ、県民の食に関する適切な判断力を養う上で重要な役割を果たすものであ
ることに鑑み、食育を推進するものとする。 

２ 県は、地産地消(地域で生産された農林水産物又はこれを主たる原材料と
して地域内において製造され、加工され、若しくは調理された食品を、その
生産され、製造され、加工され、若しくは調理された地域内において消費す
ることをいう。以下この項において同じ。)が食の安全・安心の確保に関す
る県民の知識と理解を深める上で重要な役割を果たし、かつ、消費者、
生産者、事業者その他の関係者間における相互理解の促進に資するものであ
ることに鑑み、地産地消を推進するものとする。 

 

第第第第４４４４章章章章    食品食品食品食品によるによるによるによる健康健康健康健康へのへのへのへの悪影響悪影響悪影響悪影響のののの未然防止未然防止未然防止未然防止    
 
■ 出荷出荷出荷出荷のののの制限制限制限制限（（（（第第第第２６２６２６２６条関係条関係条関係条関係）））） 
 
 食品衛生法第１１条第２項又は第３項の規定に違反する食品（厚生労働大臣
が定める量を超えて農薬が残留する食品等）に該当する農林水産物の出荷を制
限する。 
 

第第第第４４４４章章章章    健康健康健康健康へのへのへのへの悪影響悪影響悪影響悪影響のののの未然防止未然防止未然防止未然防止    
    
（（（（出荷出荷出荷出荷のののの制限制限制限制限））））    
第２６条 
 生産者は、食品衛生法第１１条第２項又は第３項の規定により販売してはな
らないこととされている食品に該当する農林水産物を出荷してはならない。 

■ 自主回収自主回収自主回収自主回収のののの報告報告報告報告（（（（第第第第２７２７２７２７条関係条関係条関係条関係）））） 
 
 特定事業者（自主回収報告義務者）は、食品等の自主回収に着手した場合、
その旨を知事に報告する。 
 
 
 
 
 
 
 

（（（（自主回収自主回収自主回収自主回収のののの報告報告報告報告））））    
第２７条 
 特定事業者は、その製造し、輸入し、加工し、又は販売した食品等（食品
の原材料として使用される農林水産物を除く。以下この条において同じ。）
の自主的な回収(法令の規定による命令を受けて行う回収以外の回収をい
う。以下この条において「自主回収」という。)に着手した場合であって、
当該食品等が次の各号のいずれかに該当するときは、規則で定めるところに
より、速やかに、その旨を知事に報告しなければならない。 

(１) 食品衛生法の規定に違反する食品等（同法第１９条第２項の規定に違反
する食品等にあっては、規則で定めるものに限る。） 

(２) 前号に掲げるもののほか、人の健康への悪影響を未然に防止する観点か
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骨子（パブリックコメント） 素案 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 知事は、当該報告を受けたときは、その内容を公表する。 
 

ら、この項の規定による報告が必要と認められる食品等として規則で定め
るもの 

２ 前項の規定は、次の各号のいずれかに該当する場合には、適用しない。 
(１) 特定事業者が自主回収に着手した食品等が消費者に販売されていない

ことが明らかであるとき。 
(２) 特定事業者が自主回収に着手した食品等の販売の相手方の全てを特定

し、かつ、当該相手方の全てに対し、当該食品等の自主回収に着手したこ
とについて、直ちに知らせることができるとき。 

(３) 特定事業者が自主回収に着手した食品等が県内に流通していないこと
が明らかであるとき。 

３ 第１項の規定による報告を行った特定事業者は、当該報告に係る自主回収
を終了したときは、規則で定めるところにより、速やかに、その旨を知事に
報告しなければならない。 

４ 知事は、第１項の規定による報告に係る自主回収の措置が人の健康に係る
被害の発生又は拡大を防止する上で適切でないと認めるときは、当該報告を
行った特定事業者に対し、当該自主回収の措置の変更に係る助言又は指導を
行うことができる。 

５ 知事は、第１項又は第３項の規定による報告を受けたときは、速やかに、
その内容を公表するものとする。 

■ 危害情報危害情報危害情報危害情報のののの申出申出申出申出（（（（第第第第２８２８２８２８条関係条関係条関係条関係）））） 
 
 人の健康に悪影響が生じ、又は生じるおそれのある食品等に関する情報を入
手した者は、県に対し、適切に対応するよう申し出ることができる。 
 県は、当該申出に相当の理由があると認めるときは、関係法令又はこの条例
の規定により、必要な調査を行い、その結果、必要があると認めるときは、必
要な措置を講じる。 
 

（（（（危害情報危害情報危害情報危害情報のののの申出申出申出申出））））    
第２８条 
 人の健康に悪影響が生じ、又は生ずるおそれのある食品等に関する情報を
入手した者は、知事に対し、適切に対応するよう申し出ることができる。 

２ 知事は、前項の規定による申出があった場合において、当該申出に相当の
理由があると認めるときは、関係法令又はこの条例の規定により、必要な調
査を行い、その結果必要があると認めるときは、必要な措置を講ずるものと
する。 

■ 立入検査等立入検査等立入検査等立入検査等（（（（第第第第２９２９２９２９条関係条関係条関係条関係）））） 
 

 知事は、県民の健康への悪影響を未然に防止するため必要があると認めると
きは、法令又は他の条例に規定する措置を講じる場合を除き、生産者又は事業
者に対し、立入検査等の必要な措置を講じることができる。 
 

（（（（立入立入立入立入検査等検査等検査等検査等））））    
第２９条 
 知事は、この条例を施行するため必要があると認めるときは、法令又は他
の条例に規定する措置を講ずる場合を除き、生産者、事業者その他の関係者
から必要な報告を求め、又はその職員に、これらの者の事務所、事業所その
他その事業を行う場所に立ち入り、食品等、生産資材、施設、設備、帳簿書
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骨子（パブリックコメント） 素案 
類その他の物件を検査させ、関係者に質問させ、若しくは試験の用に供する
のに必要な限度において、食品等、生産資材その他の物件の提出を求めさせ
ることができる。 

２ 前項の規定により立入検査等をする職員は、その身分を示す証明書を携帯
し、関係者に提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈して
はならない。 

■ 措置勧告措置勧告措置勧告措置勧告（（（（第第第第３０３０３０３０条関係条関係条関係条関係）））） 
 
 知事は、県民の健康への悪影響を未然に防止するため必要があると認めると
きは、法令又は他の条例に規定する措置を講じる場合を除き、生産者又は事業
者に対し、必要な措置を講ずべきことを勧告することができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 当該勧告にあたっては、必要に応じて山梨県食の安全・安心審議会（仮称）
の意見を聴く。 
 
 
 
 
 当該勧告を受けた者が正当な理由なく当該勧告に従わないときは、その旨及
びその勧告の内容を公表することができる。 

（（（（措置勧告措置勧告措置勧告措置勧告））））    
第３０条  
知事は、次の各号のいずれかに該当するときは、当該各号に定める者に対し、

必要な措置を講ずべきことを勧告することができる。 
(１) 生産者が第２６条の規定に違反して農林水産物を出荷したとき。 当該

生産者 
(２) 特定事業者が第２７条第１項の報告をせず、又は虚偽の報告をしたと

き。 当該特定事業者 
(３) 生産者又は事業者が前条第１項の報告をせず、若しく虚偽の報告をし、

又は同項の規定による立入検査若しくは提出を拒み、妨げ、若しくは忌避
したとき。 当該生産者又は当該事業者 

２ 知事は、食品を摂取することによる県民の健康への悪影響を未然に防止す
るため必要があると認めるときは、法令又は他の条例に規定する措置を講ず
る場合を除き、生産者又は事業者に対し、当該悪影響を未然に防止するため
に必要な措置を講ずべきことを勧告することができる。 

３ 知事は、前項の規定による勧告をしようとするときは、あらかじめ、山梨
県食の安全・安心審議会の意見を聴かなければならない。ただし、緊急を要
する場合であって、あらかじめ、山梨県食の安全・安心審議会の意見を聴く
いとまがないときは、この限りでない。 

４ 前項ただし書に規定する場合において、知事は、その旨及びその勧告の内
容を山梨県食の安全・安心審議会に報告しなければならない。 

５ 知事は、第１項又は第２項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がな
くて当該勧告に従わないときは、その旨及びその勧告の内容を公表すること
ができる。 

６ 知事は、前項の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ、当該
勧告を受けた者に対し、意見を述べる機会を与えなければならない。 
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骨子（パブリックコメント） 素案 
 

第第第第５５５５章章章章    山梨県食山梨県食山梨県食山梨県食のののの安全安全安全安全・・・・安心審議会安心審議会安心審議会安心審議会    
    
（（（（山梨県食山梨県食山梨県食山梨県食のののの安全安全安全安全・・・・安心審議会安心審議会安心審議会安心審議会））））    
第３１条  

次に掲げる事務を行うため、知事の附属機関として山梨県食の安全・安心
審議会（以下「審議会」という。）を設置する。 

(１) この条例によりその権限に属させられた事項を処理すること。 
(２) 前号に掲げるもののほか、食の安全・安心の確保に関する重要事項につ
いて調査審議すること。 

２ 審議会は、委員１５人以内で組織する。 
３ 委員は、次に掲げる者のうちから知事が任命する。 
(１) 消費者 
(２) 生産者 
(３) 事業者 
(４) 学識経験のある者 
４ 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠の委員の任期は、
前任者の残任期間とする。 

５ 審議会に会長及び副会長１人を置く。 
６ 会長及び副会長は、委員の互選によりこれを定める。 
７ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 
８ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 
９ 審議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 
１０ 会議は、委員の２分の１以上が出席しなければ開くことができない。 
１１ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長
の決するところによる。 

（（（（専門的知識専門的知識専門的知識専門的知識をををを有有有有するするするする者者者者からのからのからのからの意見聴取意見聴取意見聴取意見聴取））））    
第３２条  
審議会は、必要があると認めるときは、食の安全・安心の確保に関し専門的

知識を有する者の意見を聴くことができる。 

第第第第５５５５章章章章    山梨県食山梨県食山梨県食山梨県食のののの安全安全安全安全・・・・安心審議会安心審議会安心審議会安心審議会（（（（仮称仮称仮称仮称））））    
 
■ 山梨県食山梨県食山梨県食山梨県食のののの安全安全安全安全・・・・安心審議会安心審議会安心審議会安心審議会（（（（第第第第３１３１３１３１～～～～３３３３３３３３条関係条関係条関係条関係）））） 
 
 知事の附属機関として山梨県食の安全・安心審議会（仮称）を設置する。 

（（（（審議会審議会審議会審議会のののの運運運運営営営営にににに関関関関するするするする委任委任委任委任））））    
第３３条  
前２条に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議
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骨子（パブリックコメント） 素案 
会に諮って定める。 

第第第第６６６６章章章章    雑則雑則雑則雑則    
 
■ 委任委任委任委任（（（（第第第第３４３４３４３４条関係条関係条関係条関係）））） 
この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で

定める。 

第第第第６６６６章章章章    雑則雑則雑則雑則    
                    
第３４条  
この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で

定める。 

 


